






































































































































































































































































































































的に苛酷に取り扱うことをいう。「悪意の遺棄」は、770条 1 項 2 号や814条
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表 ２　実親の同意の有無、要保護性の存否、縁組の成否に関する場合分け
実親の同意 要保護性 縁組の成否
㋐ あり あり 成立
㋑ あり なし ？
㋒ なし あり ？

















































（Ⅲ） ㋑に該当する成立事案 計 1件
普通養子縁組からの転換型 1件
（Ⅳ） ㋒に該当する不成立事案 計 1件
普通養子縁組からの転換型 1件
（Ⅴ） ㋒に該当する成立事案 計 6件
純粋型 5件
普通養子縁組からの転換型 1件















































表 2 表 3 公　　表　　例 事案の性質 本稿での呼称
㋐ （Ⅰ） 静岡家審平成元年11月 6 日 純粋型 公表例 1
㋑ （Ⅲ） 東京家審昭和63年11月 8 日 非純粋型 公表例 2
㋒ （Ⅳ） 東京高決平成元年 3月27日 非純粋型 公表例 3
（Ⅴ） 横浜家審昭和63年 3 月11日 非純粋型 公表例 4
札幌家審昭和63年 3 月18日 純粋型 公表例 5
福岡高決平成 3年12月27日 純粋型 公表例 6
長野家松本支審平成14年 9 月27日 純粋型 公表例 7
青森家五所川原支審平成21年 5 月21日 純粋型 公表例 8
福岡高決平成24年 2 月23日 純粋型 公表例 9
㋓ （Ⅵ） 東京高決平成14年12月16日 純粋型 公表例10
該当
なし
（Ⅶ） 東京高決平成 2年 1月30日 純粋型 公表例11

































































































































公表例 7（ 1）参照）、（ 3）子の将来にとって極めて重要な本件の調査に何
ら応答せず、陳述を聴くために指定された審判期日にも連絡なく出頭しなか
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ったこと（公表例 6（ 1））、といった事情より、安定的に養育されてきた養
親となる者の家庭から子を引き離すことは子に混乱と打撃を与えるだけでそ




























































































































































































































れる（公表例 6、 7 参照）。とりわけ、子の利益の観点から、実親による監
護養育の適否、子と養親となる者との間で新たに築かれた関係性、子のため
の安定的な監護養育環境の確保といった点が重視され、さらには、実親側の











































































































































































よるAID子については神戸家審平成24年 3 月 2 日（家月65巻 6 号112頁）。
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（ 2）最新の公表例で、親族間型の特別養子縁組の成立を認めたものとして、大阪高





























課題　養子法の基本的課題」法律時報56巻 4 号（1984年） 8頁以下等。審議半ばに
大綱をまとめた「養子制度の改正に関する中間試案」（以下、「中間試案」という）




（ 7）阿川清道「親族法改正の問題点について（ 5）」戸籍137号（1960年） 1 頁以
下、市川四郎ほか「親族法改正の問題点（下）」ジュリスト186号（1959年） 2頁以
下、太田武男「養子法改正の構想」法律時報31巻10号（1959年）73頁以下、小林・
前掲注（ 3） 7 頁以下、潮見俊隆「未成年養子の許可」中川善之助教授還暦記念
『家族法大系Ⅳ』（有斐閣、1960年）189頁以下、中川淳「現代家族法の諸問題」法
学セミナー 210号（1973年）70頁以下、沼正也「養子法の改正方向　特別養子制度












































































































めるべきである」と述べる。児童の権利に関する条約（とりわけ第 3条、 5 条、
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厳格さを指摘するものとして、中川高男「わが国の特別養子制度運用上の問題点」
川井健ほか編『講座・現代家族法	第 3 巻』（日本評論社、1992年）327頁以下参照。














の 5は、但書で「その者が 8歳未満であって 6歳に達する前から引き続き養親とな
る者に監護されている場合」には要件を充足すると定めるが、広島家審昭和63年 3
月12日（家月40巻 7 号192頁）では、申立時の養子となる者の年齢が 8歳 3 か月と
すでに超過していた。長崎家審平成23年 2 月24日（家月64巻 9 号52頁）では、 8歳
未満（ 7歳11か月）であったが、但書のいう「引き続き」監護されていた場合に当
たらないとして、縁組不成立となった。なお、その抗告審である福岡高決平成24年





































































































































































































（79）表 3 の（Ⅷ）に該当する事案は、名古屋家岡崎支審昭和63年 9 月 2 日（家月41
巻12号116頁）、名古屋高決平成元年 3月23日（家月41巻12号112頁）。
（80）公表例 1から13に該当するのは、順に、①静岡家審平成元年11月 6 日（家月42
巻 6 号51頁）、②東京家審昭和63年11月 8 日（家月41巻 9 号114頁）、③東京高決平
成元年 3月27日（家月41巻 9 号110頁）、④横浜家審昭和63年 3 月11日（家月40巻 7
号181頁）、⑤札幌家審昭和63年 3 月18日（家月40巻 7 号185頁）、⑥福岡高決平成 3
年12月27日（家月45巻 6 号62頁）、⑦長野家松本支審平成14年 9 月27日（家月55巻
6 号116頁）、⑧青森家五所川原支審平成21年 5 月21日（家月62巻 2 号137頁）、⑨福
岡高決平成24年 2 月23日（家月64巻 9 号48頁）、⑩東京高決平成14年12月16日（家
月55巻 6 号112頁）、⑪東京高決平成 2年 1 月30日（家月42巻 6 号47頁）、⑫大阪家
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（92）北野・前掲注（36） 7 頁参照。
（93）床谷文雄「判批」法学セミナー455号（1992年）125頁。
（94）相澤眞木「判批」判例タイムズ821号（1993年）117頁。
（95）澤田省三「判批」戸籍753号（2004年）42頁。
（96）二宮周平「家族法入門14	養親子関係（ 2）」戸籍時報691号（2012年）55頁。二
宮は、本来ならば、実母が子の監護養育を養親となる者に託す際に、養子あっせん
機関や児童相談所が制度の意味を丁寧に説明すべきであったとし、立法上の問題と
して「斡旋や仲介を制度的に前置していない現行法の欠陥が露呈している」ことを
指摘する。
（97）高橋聖明「特別養子縁組における実父母の同意について」信州大学法学論集 4
号（2004年）227頁。
（98）中川忠晃	「特別養子の要件」	水野紀子ほか編	『家族法判例百選	［第 7版］』	（有斐
閣、2008年）77頁。差戻審については、高橋・前掲注（97）217頁以下参照。
（99）高橋・前掲注（97）221-224頁。
（100）中川・前掲注（98）77頁。
（101）高橋・前掲注（97）229頁。
（102）原田綾子「特別養子縁組の要件としての父母の同意　親の意思と子の利益の調
整に関する一考察　」棚村政行＝小川富之編『家族法の理論と実務』（日本加除出
版、2011年）299頁。
（103）原田・前掲注（102）299頁。
（104）犬伏由子「判批」判例速報解説 TKCローライブラリー民法（家族法）No.38
（2010年 5 月25日）。
（105）梅澤彩「判批」司法書士月報460号（2010年）95頁。
（106）原田・前掲注（102）299-300頁。
（107）前掲注（46）。特に、大森と中川の見解。
（108）細川『改正養子法の解説』・前掲注（39）100頁。
（109）山本・前掲注（46）。
